
四国情報通信懇談会会則 
 

（名 称） 

第１条 本会は、「四国情報通信懇談会」と称する。 

 

（目 的） 

第２条 本会は、情報通信に関する調査研究、情報交換など、四国の情報通

信を高度化するための活動を産、官、学の協力により行い、四国の地域特

性を生かした高度情報社会の円滑な実現を図り、情報通信による四国の産

業、経済、社会の発展に資することを目的とする。 

 

（事 業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

１ 四国の情報通信高度化の推進に関する資料収集及び調査研究 

２ 情報通信に関する政策提言 

３ 情報通信に関する情報交換 

４ 情報通信に関する制度的、技術的、経済的諸課題についての検討 

５ 情報通信に関する講演会、研修会、見学会等の開催 

６ 会員間の情報通信システム利用の促進 

７ 情報通信に関する会報誌の発行 

８ 情報通信の普及啓発等の活動に対する支援 

９ その他本会の目的達成に必要な事業 

 

（構 成） 

第４条 本会は、四国における情報通信に関係し、又は関心を持つ企業、業

界団体、地方自治体等の公的機関及び学識経験者等本会の目的に賛同する

者をもって構成する。 

 

（役 員） 

第５条 本会に、役員として、会長１名、副会長３名以内、運営委員長１名

及び監事２名を置き、総会において選任する。 

 

（役員の任務） 

第６条 会長は、本会を代表し、その会務を総理する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長不在の時はその任務を代行する。 

３ 運営委員長は、本会の業務の運営を掌理する。 

４ 監事は、本会の業務及び会計を監査する。 

 



（役員の任期） 

第７条 役員の任期は、２年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 役員は、再任されることができる。ただし、３期を限度とする。 

 

（顧 問） 

第８条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、本会の運営に関し、会長の要請により必要な助言を行う。 

３ 顧問は、役員全員一致により会長が推薦し、総会の承認を得て委嘱する。 

 

（総 会） 

第９条 本会の総会は、年１回会長が招集する。 

２ 総会は次に掲げる事項を議決するものとする。 

(1) 役員の選任 

(2) 会則の改正 

(3) 事業計画 

(4) 予算及び決算 

(5) その他本会の運営上重要な事項 

 

（運営委員会） 

第10条 本会に運営委員会を置く。 

２ 運営委員会は、運営委員長及び運営委員長の推薦により会長が委嘱する

運営委員で構成する。 

３ 運営委員の任期を次のとおりとする。 

(1) 運営委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の運営委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

(2) 運営委員は、再任されることができる。ただし、２期を限度とする。 

４ 運営委員会は、運営委員長が招集し、次の事項を審議決定する。 

(1) 総会の議決事項を実施するため必要な具体的事項 

(2) 会務執行上、緊急に決定を要する事項 

(3) その他必要と認める事項 

 

（部 会） 

第11条 本会に情報通信等に関する時宜に適った専門的事項を処理するため、

部会を置くことができる。 

２ 部会の構成、運営方法等に関し必要な事項は別に定める。 

 

（調査研究会） 

第12条 本会に地域情報化の推進に役立てるため、会員からの提案に基づき



実施される調査研究会を置くことができる。 

２ 調査研究会の構成、運営方法等に関し必要な事項は別に定める。 

 

（運営経費） 

第13条 本会の運営及び事業に要する費用は、入会金、会費、寄付金及びそ

の他の収入をもって充てる。 

２ 入会金、会費については、別に定める。 

３ 本会の会計年度は、4月1日から翌年3月31日までとする。 

 

（事務局） 

第14条 本会の事務局は、愛媛県ＩＴ推進協会に置く。 

２ 事務局に、事務局長その他職員若干名を置く。 

３ 事務局職員は、本会会員の属する団体の職員のうちから、会長が委嘱す

る。 

 

 

（附 則） 

１ 本会則は、昭和60年8月26日から実施する。 

２ この会則の規定にかかわらず、設立当初の役員、初年度の事業計画及び

予算は、設立発起人会の定めるところによる。 

 

（附 則） 

本会則は、昭和61年11月26日から実施する。 

（附 則） 

本会則は、平成元年11月29日から実施する。 

（附 則） 

本会則は、平成3年11月28日から実施する。 

（附 則） 

本会則は、平成10年11月25日から実施する。 

（附 則） 

本会則は、平成13年12月6日から実施する。 

（附 則） 

本会則は、平成18年4月24日から実施する。 

（附 則） 

本会則は、平成21年4月22日から実施する。 


